
令和元年６月定例月議会議案一覧 

 

議案番号 件   名 

報告 ６ 
平成３０年度豊明市土地開発公社決算並びに平成３１年度豊明
市土地開発公社事業計画及び予算の報告について 

報告 ７ 
平成３０年度豊明市一般会計予算の繰越明許費に係る繰越報告
について 

報告 ８ 
平成３０年度豊明市下水道事業特別会計予算の繰越明許費に係
る繰越報告について 

報告 ９ 豊明市国民保護計画の変更の報告について 

議案４６ 教育長の任命について 

議案４７ 令和元年度豊明市一般会計補正予算（第２号）について 

議案４８ 
豊明市特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例の特例を定
める条例の制定について 

議案４９ 豊明市税条例の一部改正について 

議案５０ 豊明市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正について 

議案５１ 豊明市介護保険条例の一部改正について 

議案５２ 豊明市農村集落家庭排水施設条例の一部改正について 

議案５３ 豊明市下水道条例の一部改正について 

議案５４ 豊明市有料駐車場条例の一部改正について 

議案５５ 令和元年度豊明市一般会計補正予算（第３号）について 

議案５６ 令和元年度豊明市介護保険特別会計補正予算（第１号）について 
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（単位 : 円）

資金執行計算書

受  入  資  金
1 事業収益
2 事業外収益

34,870,384
0

6,534
19,514,907
15,348,943
19,585,907

71,000

3 長期借入金
4 前年度繰越金

支  払  資  金
1 販売費及び一般管理費

65,658
19,449,249

0
15,284,477

2 公有地取得事業費
3 償  還  金
4 前年度未払金

差      引
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1 事業収益

 (1) 公有用地売却収益 0
      事業収益合計 0

2 事業原価

 (1) 公有用地売却原価 0
      事業原価合計 0
      事業総利益 0

3 販売費及び一般管理費

 (1) 販売費及び一般管理費 71,000
      販売費及び一般管理費合計 71,000
      事業損失 71,000

4 事業外収益

 (1) 受取利息 6,534
 (2) 雑収益 0
      事業外収益合計 6,534

当年度純損失 64,466

損 益 計 算 書
(平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日)

（単位 : 円）
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資 産 の 部

区    分 明            細
預    金 普通預金及び定期預金 15,269,477
基　金 定    期    預    金 10,000,000
土    地 公    有    用    地 19,476,717

44,746,194

負 債 の 部

区    分 借   入   先   等
長期借入金 愛 知 信 用 金 庫 豊明 支店 19,461,717

19,461,717

合           計

財  産  目  録

平成31年3月31日

金            額
（単位 : 円）

金            額

平成31年3月31日

（単位 : 円）

合           計
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（単位 : 円）

1 公有用地取得事業費

 (1) 用 地 費 0
 (2) 補 償 費 0
 (3) 委 託 料 0
 (4) 工 事 費 0
 (5) 支払利息 65,658
 (6) 需 用 費 0

当年度取得事業原価 65,658
前年度末未処分用地 19,411,059
当年度用地売却原価 0
当年度末未処分用地 19,476,717

事  業  原  価  計  算  書
（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日)
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（単位 : 円）
資  産  の  部

1 流動資産
 (1) 現金及び預金 15,269,477
 (2) 公有用地 19,476,717 （※1）

      流動資産合計 34,746,194
2 固定資産
 (1) 投資その他の資産 10,000,000
      固定資産合計 10,000,000
    資  産  合  計 44,746,194

負  債  の  部
1 固定負債
 (1) 長期借入金 19,461,717
      固定負債合計 19,461,717
    負  債  合  計 19,461,717

資  本  の  部
1 資本金
 (1) 基本財産 10,000,000
      資本金合計 10,000,000
2 準備金
 (1) 前期繰越準備金 15,348,943
 (2) 当期純損失 64,466
      準備金合計 15,284,477
    資  本  合  計 25,284,477

44,746,194

※１　個別法による原価法に依っております。

    負 債・資 本 合 計

貸  借  対  照  表
（平成３１年３月３１日現在）
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Ⅰ 事業活動によるキャッシュ・フロー

　公有地取得事業収入 0
　公有地取得事業支出 △ 65,658
　人件費支出 0
　その他の業務支出 △ 71,000
　   小計 △ 136,658

　利息の受取額 6,534
　事業活動によるキャッシュ・フロー △ 130,124

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

0
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入れによる収入 19,514,907
　長期借入金の返済による支出 19,449,249

　財務活動によるキャッシュ・フロー 65,658

Ⅳ 現金及び現金同等物減少額 64,466
Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高 5,333,943
Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高 5,269,477 （※1）

※1　現金及び現金同等物期末残高に、１年間の定期預金を含めておりません。

キャッシュ・フロー計算書

(平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日)

（単位 : 円）
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剰 余 金 処 分 計 算 書

（単位  円）

      これを次のとおり処分するものとする。

1 前年度繰越剰余金

2 当 年 度 純 損 失

15,348,943

64,466

15,284,477翌 年 度 繰 越 剰 余 金
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区 分 借 入 先 利率 ％ 借入年月日
借 入
方 法

期 首 残 高 当 期 増 加 高 当 期 減 少 高 期 末 残 高
(うち１年内返済予定額)

備 考

19,514,907 19,449,249合      計

5,828,595 015,126

19,461,717

（単位：円）

長 期 借 入 金 明 細 表

大根若王子線用地
（間米町鶴根地内）

西尾信金 0.325 H26.03.20 手 形 5,813,469

13,582,590 38,064 13,620,654大根若王子線用地
（間米町鶴根地内）

碧海信金 0.350

0H31.01.16 手 形 0 19,461,717大根若王子線用地
（間米町鶴根地内）

愛知信金 0.325

19,396,059

0

19,461,717

H26.01.22 手 形
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（単位 ： 円）

金 額 摘 要

公有地取得事業収益 0

0

（単位 ： 円）

金 額 摘 要

公有地取得事業原価 0

0

（単位 ： 円）

区 分 出 資 金 摘 要

基 本 財 産 10,000,000

合 計 10,000,000

科 目

公 有 用 地 売 却 原 価

合 計

資 本 金 明 細 表

出 資 団 体 名

豊 明 市

事 業 収 益 明 細 表

科 目

公 有 用 地 売 却 収 益

合 計

事 業 原 価 明 細 表
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参考資料

取  得

事  業  名 所      在 面積(㎡) 地目 金   額(円) 事業報告 №

都市計画道路用地 174.00 65,658

　大根若王子線用地 間米町鶴根地内 174.00 宅地 65,658 （１）

処  分

事  業  名 所      在 面積(㎡) 地目 金額(円） 事業報告 №

0.00 0

平成３０年度豊明市土地開発公社事業実績

合      計

合      計
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区    分 前年度決算見込額 当年度予算額 増減（△）

受入資金 34,856 15,462 △ 19,394

(1)事業収益 0 0 0

(2)事業外収益 7 90 83

(3)長期借入金 19,515 103 △ 19,412

(4)前年度繰越金 15,334 15,269 △ 65

支払資金 19,587 188 △ 19,399

(1)販売費及び一般管理費 71 85 14

(2)公有地取得事業費 66 103 37

(3)償還金 19,450 0 △ 19,450

(4)前年度未払金 0 0 0

差    引 15,269 15,274 5

Ⅱ  資 金 計 画 書

（単位  千円）
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Ⅲ  予 定 損 益 計 算 書

（単位  千円）

１事業収益

（１）公有用地売却収益 0

      事業収益合計 0

２事業原価

（１）公有用地売却原価 0

      事業原価合計 0

      事業総利益 0

３販売費及び一般管理費

（１）販売費及び一般管理費 85

      販売費及び一般管理費合計 85

      事業損失 85

４事業外収益

（１）受取利息 89

（２）雑収益 1

      事業外収益合計 90

    当年度純利益 5

（平成３１年４月１日～平成３２年３月３１日）
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Ⅳ  予 定 事 業 原 価 計 算 書

（単位  千円）

１公有用地取得事業費

（１）用地費 0

（２）補償費 0

（３）委託料 0

（４）工事費 0

（５）支払利息 103

（６）需用費 0

    当年度取得事業原価 103

    前年度末未処分用地 19,476

    当年度用地売却原価 0

    当年度末未処分用地 19,579

（平成３１年４月１日～平成３２年３月３１日）

-30-



Ⅴ  予 定 貸 借 対 照 表

（単位  千円）

資 産 の 部

１流動資産

（１）現金及び預金 15,274

（２）公有用地 19,579

      流動資産合計 34,853

２固定資産

（１）投資その他の資産 10,000

      固定資産合計 10,000

      資 産 合 計 44,853

負 債 の 部

１固定負債

（１）長期借入金 19,564

      負 債 合 計 19,564

資 本 の 部

１資本金

（１）基本財産 10,000

      資本金合計 10,000

２準備金

（１）前期繰越準備金 15,284

（２）当期純利益 5

      準備金合計 15,289

      資 本 合 計 25,289

   負 債 ・ 資 本 合 計 44,853

（平成３２年３月３１日現在）
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参考資料

取  得
（単位  ㎡）

事 業 名 所  在 面  積 備  考

処  分
（単位  ㎡）

事 業 名 所  在 面  積 備  考

0.00

合    計

平成３１年度豊明市土地開発公社事業計画

合    計
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報告第９号 

 

   豊明市国民保護計画の変更の報告について 

 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第３５条第８

項にて準用される同条第６項の規定に基づき、豊明市国民保護計画の変更につ

いて、別添のとおり報告する。 

 

  令和元年６月４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

  



   豊明市国民保護計画の変更について 

 

 豊明市国民保護計画（平成１９年３月作成）の一部を次のとおり変更する。 

１ 第１編総論第３章関係機関の事務又は業務の概要の表中、「東海北陸厚政局」

を「東海北陸厚生局」に改め、日本赤十字社が実施する措置の概要を加え、

一部事務組合（尾三消防本部）を加える。 

２ 第２編平素からの備えや予防第１章組織・体制の整備等第１市における組

織・体制の整備１各部・課における平素の業務の、各部・課における平素の

業務表中、秘書広報課、企画政策課、とよあけ創生推進室により編成される

班に、「情報システム課」を加え、税務課、監査委員事務局により編成される

班に、「債権管理課」を加え、「消防団」の項を加え、「高齢者福祉課」を「健

康長寿課」に、「児童福祉課」を「保育課」に、「健康推進課」を「子育て支

援課」に、都市計画課により編成される班に、「市街地整備課」、「下水道課」

を加え、「産業振興課」を「産業支援課」に、産業支援課により編成される班

に、「農業政策課」を加え、「指導室」を「学校支援室」に､「各学校職員（市

費職員）」を「学校職員（市費）」に改め、消防本部の項を削る。 

３ 第２編平素からの備えや予防第１章組織・体制の整備等２市職員の参集基

準等（５）幹部職員等の参集が困難な場合の対応表中、市対策本部長の代替

職員の表中、「教育長」を「市民生活部長」に改める。 

４ 第２編平素からの備えや予防第１章組織・体制の整備等３消防機関の体制

の、「消防本部及び消防署における体制」を「消防本部における体制」に改め

る。 

５ 第２編平素からの備えや予防第２章避難、救援及び武力攻撃災害への対処

に関する平素からの備え６生活関連等施設の把握等の生活関連等施設の種類

及び所管省庁表中、第２７条９号「農林水産省」を削り、第２８条５号「文

部科学省」、「経済産業省」を「原子力規制委員会」に、第２８条６号「文部

科学省」、「経済産業省」を「原子力規制委員会」に、第２８条７号「文部科

学省」を「原子力規制委員会」に改める。 

６ 第３編武力攻撃事態等への対処第４章警報及び避難の指示等３避難住民の

誘導（１３）避難住民の復帰のための措置に「全国瞬時警報システム（J-ALERT）



での周知」を加える。 

７ 第３編武力攻撃事態等への対処第９章保健衛生の確保その他の措置１保健

衛生の確保（１）保健衛生対策中、「県と連携し医師等保健医療関係者よる健

康相談、指導等を実施する。」を「県と協力して、保健師等の保健医療関係者

による巡回健康相談を実施するとともに、健康相談等窓口を設置するなど、

当該地域の衛生状況の保全、避難住民等の心身の健康状態の把握、健康二次

被害の予防等を行う。」に改める。 

８ 第３編武力攻撃事態等への対処第９章保健衛生の確保その他の措置２廃棄

物の処理（１）廃棄物処理の特例①に、「廃棄物処理の特例基準」を加える。 

９ 第３編武力攻撃事態等への対処第９章保健衛生の確保その他の措置２廃棄

物の処理（２）廃棄物処理対策中、「震災廃棄物対策指針（平成１０年厚生省

生活衛生局作成）」を「災害廃棄物対策指針（平成２６年３月環境省大臣官房

廃棄物・リサイクル対策部）」に改める。 

１０ 第３編武力攻撃事態等への対処第１１章特殊標章等の交付及び管理２特

殊標章等の交付及び管理の、「消防長の所轄の消防職員並びに水防管理者の所

轄の水防団長及び水防団員」を削る。 

 



議案第４６号 

 

教育長の任命について 

下記の者は、令和元年７月３１日任期満了となるので、同人を再任するもの

とする。 

 

  令和元年６月４日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

住  所   豊明市沓掛町 

氏  名   伏 屋 一 幸 

生年月日    

 

   説 明 

この案を提出するのは、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第

１項の規定に基づき、議会の同意を得るため必要があるからである。  

 





















議案第４８号 

 

   豊明市特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例の特例を定める条例

の制定について 

 豊明市特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例の特例を定める条例を別

添のように定めるものとする。 

 

  令和元年６月４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、市長、副市長及び教育長の給与を減額するため必要

があるからである。 

 

 



豊明市特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例の特例を定める条例  

 

（趣旨）  

第１条 この条例は、豊明市特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例（昭

和４９年豊明市条例第２９号。以下「条例」という。）に規定する給料の減

額に関し必要な事項を定める。 

（給料月額の特例）                         

第２条 この条例の施行の日（以下「施行日」という。）において市長、副市

長及び教育長として在職している者の施行日から現市長の在職期間が終了す

るまでの給料月額は、条例第３条の規定にかかわらず、同条に規定する額に

１００分の９５を乗じて得た額とする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和元年７月１日から施行する。 

（廃止規定） 

第２条 豊明市特別職の職員で常勤の者の給与に関する条例の特例を定める条

例（平成２８年豊明市条例第４号）は、廃止する。 

 

 

 

 

 

 



議案第４９号 

 

   豊明市税条例の一部改正について  

 豊明市税条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。  

 

 令和元年６月４日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典  

 

   説 明 

この案を提出するのは、地方税法等の一部改正に伴い必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   豊明市税条例の一部を改正する条例 

 

 （豊明市税条例の一部改正） 

第１条 豊明市税条例（昭和４７年豊明市条例第４４号）の一部を次のように

改正する。 

第３５条の２中第８項を第９項とし、第７項を第８項とし、第６項を第７

項とし、第５項の次に次の１項を加える。 

６ 第１項又は第５項の場合において、前年において支払を受けた給与で所

得税法第１９０条の規定の適用を受けたものを有する者で市内に住所を有

するものが、第１項の申告書を提出するときは、法第３１７条の２第１項

各号に掲げる事項のうち施行規則で定めるものについては、施行規則で定

める記載によることができる。 

第３５条の３の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」

に改め、同条第１項中「同項の」を「同項に規定する」に改め、同項第３号

を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

 （３） 当該給与所得者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨 

第３５条の３の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」 

に改め、同条第１項中「第２０３条の５第１項」を「第２０３条の６第１項」 

に改め、「ならない者」の次に「又は法の施行地において同項に規定する公

的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下

この項において「公的年金等」という。）の支払を受ける者であって、扶養

親族（控除対象扶養親族を除く。）を有する者若しくは単身児童扶養者であ

る者」を加え、「同項の」を「所得税法第２０３条の６第１項に規定する」

に、「同項に規定する公的年金等」を「公的年金等」に改め、同項第３号を

同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

 （３） 当該公的年金等受給者が単身児童扶養者に該当する場合には、そ

の旨 

第３５条の３の３第２項中「第２０３条の５第２項」を「第２０３条の６

第２項」に改め、同条第４項中「第２０３条の５第５項」を「第２０３条の

６第６項」に改める。 



第３５条の４第１項中「によって」を「により」に、「同条第７項」を「

同条第８項」に、「第８項」を「第９項」に、「においては」を「には」に

改める。 

附則第１５条の３に次の３項を加える。 

２ 県知事は、当分の間、前項の規定により行う軽自動車税の環境性能割の

賦課徴収に関し、３輪以上の軽自動車が法第４４６条第１項（同条第２項

において準用する場合を含む。）又は法第４５１条第１項若しくは第２項

（これらの規定を同条第４項において準用する場合を含む。）の適用を受

ける３輪以上の軽自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交

通大臣の認定等（法附則第２９条の９第３項に規定する国土交通大臣の認

定等をいう。次項において同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

３ 県知事は、当分の間、第１項の規定により賦課徴収を行う軽自動車税の

環境性能割につき、その納付すべき額について不足額があることを附則第

１５条の５の規定により読み替えられた第７４条の６第１項の納期限（納

期限の延長があったときは、その延長された納期限）後において知った場

合において、当該事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請をし

た者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に当該申請に必要な情報

を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段を含む。）により国

土交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通大臣が当該国土交

通大臣の認定等を取り消したことによるものであるときは、当該申請をし

た者又はその一般承継人を当該不足額に係る３輪以上の軽自動車について

法附則第２９条の１１の規定によりその例によることとされた法第１６１

条第１項に規定する申告書を提出すべき当該３輪以上の軽自動車の取得者

とみなして、軽自動車税の環境性能割に関する規定を適用する。 

４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境性能

割の額は、同項の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算し

た金額を加算した金額とする。 

附則第１５条の３を附則第１５条の３の２とし、附則第１５条の２の次に

次の１条を加える。 

 （軽自動車税の環境性能割の非課税） 



第１５条の３ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項において準用する場

合を含む。）に掲げる３輪以上の軽自動車（自家用のものに限る。以下こ

の条において同じ。）に対しては、当該３輪以上の軽自動車の取得が令和

元年１０月１日から令和２年９月３０日までの間（附則第１５条の７第３

項において「特定期間」という。）に行われたときに限り、第７３条第１

項の規定にかかわらず、軽自動車税の環境性能割を課さない。 

附則第１５条の７に次の１項を加える。 

３ 自家用の３輪以上の軽自動車であって乗用のものに対する第７４条の４

（第２号に係る部分に限る。）及び前項の規定の適用については、当該軽

自動車の取得が特定期間に行われたときに限り、これらの規定中「１００

分の２」とあるのは、「１００分の１」とする。 

附則第１６条中「附則第３０条」を「附則第３０条第１項」に改め、「指 

定」の次に「（次項から第４項までにおいて「初回車両番号指定」という。）」

を加え、同条に次の３項を加える。 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に

対する第７５条の規定の適用については、当該軽自動車が平成３１年４月

１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和２年４

月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合

には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同

条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

第２号ア（イ） ３，９００円 １，０００円 

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 １，８００円 

１０，８００円 ２，７００円 

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 １，０００円 

５，０００円 １，３００円 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第１項第

３号に規定するガソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガソリ

ン軽自動車」という。）のうち３輪以上のものに対する第７５条の規定の



適用については、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から令和２

年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分

の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日

から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令

和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア（イ） ３，９００円 ２，０００円 

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 ３，５００円 

１０，８００円 ５，４００円 

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 １，９００円 

５，０００円 ２，５００円 

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車のう

ち３輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第

７５条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月

１日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令

和２年４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に

掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。 

第２号ア（イ） ３，９００円 ３，０００円 

第２号ア（ウ）ａ ６，９００円 ５，２００円 

１０，８００円 ８，１００円 

第２号ア（ウ）ｂ ３，８００円 ２，９００円 

５，０００円 ３，８００円 

附則第１６条の２を次のように改める。 

 （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第１６条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、３輪以上の

軽自動車が前条第２項から第４項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽



自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（

法附則第３０条の２第１項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項

において同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

２ 市長は、納付すべき軽自動車税の種別割の額について不足額があること

を第７６条第２項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長され

た納期限）後において知った場合において、当該事実が生じた原因が、国

土交通大臣の認定等の申請をした者が偽りその他不正の手段（当該申請を

した者に当該申請に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他

不正の手段を含む。）により国土交通大臣の認定等を受けたことを事由と

して国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消したことによるも

のであるときは、当該申請をした者又はその一般承継人を賦課期日現在に

おける当該不足額に係る３輪以上の軽自動車の所有者とみなして、軽自動

車税の種別割に関する規定（第７８条及び第７９条の規定を除く。）を適

用する。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別割の

額は、同項の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金

額を加算した金額とする。 

第２条 豊明市税条例（昭和４７年豊明市条例第４４号）の一部を次のように

改正する。 

第２６条第１項第２号中「又は寡夫」を「、寡夫又は単身児童扶養者」に

改める。 

附則第１６条第１項中「第４項」を「第５項」に改め、同条に次の１項を

加える。 

５ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車の

うち、自家用の乗用のものに対する第７５条の規定の適用については、当

該軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、

当該軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、

第２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それ



ぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

附則第１６条の２第１項中「第４項」を「第５項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和元年１０月１日から施行する。ただし、次の各号に

掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（１） 第１条中豊明市税条例第３５条の２中第８項を第９項とし、第７項

を第８項とし、第６項を第７項とし、第５項の次に１項を加える改正

規定並びに、第３５条の３の２、第３５条の３の３及び第３５条の４

第１項の改正規定並びに附則第２条の規定 令和２年１月１日 

（２） 第２条中豊明市税条例第２６条の改正規定及び附則第３条の規定 

令和３年１月１日 

（３） 第２条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第５条の規定 

令和３年４月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 附則第１条第１号に掲げる規定による改正後の豊明市税条例（次項及

び第３項において「２年新条例」という。）第３５条の２第７項の規定は、

同号に掲げる規定の施行の日以後に令和２年度以後の年度分の個人の市民税

に係る申告書を提出する場合について適用し、同日前に当該申告書を提出し

た場合及び同日以後の令和元年度分までの個人の市民税に係る申告書を提出

する場合については、なお従前の例による。  

２ ２年新条例第３５条の３の２第１項（第３号に係る部分に限る。）の規定

は、附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべき豊明

市税条例第３５条の２第１項に規定する給与について提出する２年新条例第

３５条の３の２第１項及び第２項に規定する申告書について適用する。  

３ ２年新条例第３５条の３の３第１項の規定は、附則第１条第１号に掲げる

規定の施行の日以後に支払を受けるべき所得税法等の一部を改正する法律（ 

 平成３１年法律第７号）第１条の規定による改正後の所得税法（昭和４０年

法律第３３号。以下この項において「新所得税法」という。）第２０３条の

６第１項に規定する公的年金等（新所得税法第２０３条の７の規定の適用を



受けるものを除く。）について提出する２年新条例第３５条の３の３第１項

に規定する申告書について適用する。  

第３条 附則第１条第２号に掲げる規定による改正後の豊明市税条例第２６条

第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定は、令和３年度以後の年度分の

個人の市民税について適用し、令和２年度分までの個人の市民税については、

なお従前の例による。  

 （軽自動車税に関する経過措置）  

第４条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条の規定による改正後の豊明

市税条例（以下「元年１０月新条例」という。）の規定中軽自動車税の環境

性能割に関する部分は、施行の日以後に取得された３輪以上の軽自動車に対

して課する軽自動車税の環境性能割について適用する。  

２ 元年１０月新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令和２年

度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用する。  

第５条 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の豊明市税条例の規定は、

令和３年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和２年度

分までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 

 



議案第５０号 

 

豊明市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正について 

豊明市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例を別添のよう

に定めるものとする。 

 

令和元年６月４日提出 

 

               豊明市長  小 浮 正 典     

 

説 明 

 この案を提出するのは、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進

を図るための関係法律の整備に関する法律による災害弔慰金の支給等に関する

法律の一部改正に伴い必要があるからである。 



豊明市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 

 

豊明市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年豊明市条例第９号）の

一部を次のように改正する。 

第１４条の見出し中「（」の次に「保証人及び」を加え、同条第１項中「災

害援護資金は、」の次に「保証人を立てる場合は、無利子とし、保証人を立て

ない場合は、」を加え、「３パーセント」を「１パーセント」に改め、同項を

同条第２項とし、同条に第１項として次の１項を加える。 

１ 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てることができ

る。 

 第１４条に次の１項を加える。 

３ 第１項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負

担するものとし、その保証債務は、法第９条の違約金を包含するものとする。 

 第１５条第１項中「（又は半年賦償還）」を「、半年賦償還又は月賦償還」

に改め、同条第３項中「、保証人」を削り、「第１２条」を「第１１条」に改

める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第５１号 

 

   豊明市介護保険条例の一部改正について 

 豊明市介護保険条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。 

 

  令和元年６月４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、令和元年１０月１日からの消費税及び地方消費税率

の引き上げに伴う、低所得者の介護保険料軽減措置を講ずるため必要があるか

らである。 



豊明市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

 豊明市介護保険条例（平成１２年豊明市条例第３号）の一部を次のように改

正する。 

第６条第２項中「から平成３２年度までの各年度」を削り、同条に次の１項

を加える。 

３ 所得の少ない第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る次の各号

に掲げる者の令和元年度における保険料率は、第１項の規定にかかわらず、

それぞれ当該各号に定める額とする。 

（１） 第１項第１号に該当する者 ２３，１００円 

（２） 第１項第２号に該当する者 ３６，４００円 

（３） 第１項第３号に該当する者 ４４，６００円 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 



議案第５２号 

 

豊明市農村集落家庭排水施設条例の一部改正について  

豊明市農村集落家庭排水施設条例の一部を改正する条例を別添のように定め  

るものとする。 

 

令和元年６月４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

この案を提出するのは、消費税及び地方消費税の額の改正に伴い必要がある

からである。 

 

 



豊明市農村集落家庭排水施設条例の一部を改正する条例 

 

豊明市農村集落家庭排水施設条例（昭和５７年豊明市条例第３５号）の一部

を次のように改正する。 

第７条中「１００分の１０８を乗じて得た額とし、」を「消費税法（昭和６

３年法律第１０８号）の規定による消費税及び地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）の規定による地方消費税の額を加算した額とし、」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例の施行日（以下「施行日」という。）前から継続して使用し

ている農村集落家庭排水施設で、施行日から令和元年１０月３１日までの間

に使用料の支払いを受ける権利が確定されるものに係る使用料（施行日以後

に初めて使用料の支払いを受ける権利が確定される日が同月３１日後である

農村集落家庭排水施設の使用にあっては、当該確定されたもののうち、施行

日以後に初めて支払いを受ける権利が確定される使用料を前回確定日（その

直前の使用料の支払いを受ける権利が確定した日をいう。以下同じ。）から

施行日以後初めて使用料の支払いを受ける権利が確定される日までの期間の

月数で除し、これに前回確定日から同月３１日までの期間の月数を乗じて計

算した金額に係る部分に対応する部分に限る。）については、この条例によ

る改正後の豊明市農村集落家庭排水施設条例第７条の規定にかかわらず、な

お従前の例による。 

２ 前項の月数は、暦に従って計算し、１月に満たない端数が生じたときは、

これを１月とする。 

 



議案第５３号 

 

豊明市下水道条例の一部改正について 

豊明市下水道条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。 

 

令和元年６月４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

この案を提出するのは、消費税及び地方消費税の額の改正に伴い必要がある

からである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



豊明市下水道条例の一部を改正する条例 

 

豊明市下水道条例（平成３年豊明市条例第２号）の一部を次のように改正す

る。 

第１６条中「１００分の１０８を乗じて得た額とし、」を「消費税法（昭和

６３年法律第１０８号）の規定による消費税及び地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）の規定による地方消費税の額を加算した額とし、」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例の施行日（以下「施行日」という。）前から継続して使用し

ている公共下水道で、施行日から令和元年１０月３１日までの間に使用料の

支払いを受ける権利が確定されるものに係る使用料（施行日以後に初めて使

用料の支払いを受ける権利が確定される日が同月３１日後である公共下水道

の使用にあっては、当該確定されたもののうち、施行日以後に初めて支払い

を受ける権利が確定される使用料を前回確定日（その直前の使用料の支払い

を受ける権利が確定した日をいう。以下同じ。）から施行日以後初めて使用

料の支払いを受ける権利が確定される日までの期間の月数で除し、これに前

回確定日から同月３１日までの期間の月数を乗じて計算した金額に係る部分

に対応する部分に限る。）については、この条例による改正後の豊明市下水

道条例第１６条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

２ 前項の月数は、暦に従って計算し、１月に満たない端数が生じたときは、

これを１月とする。 

 



議案第５４号 

 

豊明市有料駐車場条例の一部改正について 

豊明市有料駐車場条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとす 

る。 

 

令和元年６月４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

この案を提出するのは、消費税及び地方消費税の額の改正に伴い必要がある

からである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



豊明市有料駐車場条例の一部を改正する条例 

 

豊明市有料駐車場条例（平成元年豊明市条例第３号）の一部を次のように改

正する。 

別表第３中「８，２２０円」を「８，３６０円」に、「６，１７０円」を「６，

２７０円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 改正後の豊明市有料駐車場条例の規定は、平成３１年４月１日以降に

利用の許可を受けた者に係る駐車料金のうち、この条例の施行日以後の駐車

料金について適用し、平成３１年３月３１日までに利用の許可を受けた者に

係る駐車料金については、なお従前の例による。 
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